申入書
京都大学　松本紘総長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全日本学生自治会総連合
０．はじめに
　９月７日、釣魚台（日本名「尖閣列島」）沖において、海上保安庁の巡視船と中国の漁船が衝突したという事件が、大手新聞社各社から大々的に報道された。それ以降、日本国内において「中国の侵略」「主権の侵害」「領土と国益を守れ」という空前の愛国主義扇動がなされ、船長釈放に対しては「売国」「弱腰外交」と排外主義を煽り立てている。
　大手マスコミから政党機関紙まで口をそろえて叫ぶ、この愛国主義、排外主義の大合唱は異様な事態であり、中国総領事館には発煙筒が投げ込まれるなど具体的襲撃事件にまで発展している以上、各国からの留学生が多数在学し（とりわけ中国人留学生が）国際交流の理念を掲げる京都大学が、この事態に対し無批判であることは許されない。
　従って、我々は以下の事項について、京都大学松本紘総長名で明確に立場表明するよう申し入れる。
１．新安保懇反対の立場を明確にせよ
　８月２７日、菅政権の私設諮問機関である「新たな時代の安全保障と防衛力に関する懇談会」（略称・新安保懇）の報告が発表された。この報告では、「基盤的防衛力構想はもはや有効でなく、高い運用能力を兼ね備えた動的抑止力を構築せよ」と叫んでいる。これは具体的には、釣魚台の中国漁民を従来以上に取り締まれということであり、菅政権が打ち出している新成長戦略と合わせて考えるならば、東アジアに対する侵略宣言以外なにものでもない。
　さらに、新安保懇報告では、「非核三原則」や「武器輸出三原則」の見直しと、南西諸島の自衛隊配備強化も提言されている。これを受けて、菅政権は自衛隊の１万３千人に増員を発表し、宮古、石垣、与那国の三島には現在２千人の陸上自衛隊を２万人にまで増強することまでも打ち出した。
　釣魚台での巡視船と漁船の衝突事故が起こったのは９月７日であり、８月２７日の新安保懇報告を受けて、日本政府が軍事力強化のエスカレーションを起こす中で引き起こされた事件であることは明らかだ。
　新安保懇報告とは軍事大国化、侵略戦争のための方針であり、学問の府である大学や我々学生とは根本的に相容れない。京都大学は直ちに、反戦、新安保懇反対を表明せよ。
　とりわけ、京都大学法学研究科教授の中西寛氏は、新安保懇のメンバーでもある。京都大学教授の名で率先して侵略戦争が準備されている今、学問的中立などという言葉で大学の立場を曖昧にすることは絶対に許されない。
２．釣魚台侵略反対の立場を明確にせよ
　釣魚台は、歴史的にも、国際法的にも、地理的にも中国の領土であり、日本の領土ではない。
　これらは、京都大学の名誉教授である故・井上清氏も鮮明に明らかにしていることである。この事実を無視抹殺し「日本固有の領土」などというデマコギーで、中国の漁民を逮捕することは歴史の歪曲以外の何ものでもなく、侵略そのものだ。
　「真理の探求」を志す京都大学は、直ちにこの事実を暴露し、釣魚台侵略反対を表明せよ。　
※歴史的にみれば、そもそも釣魚台を最初に発見し使用していたのは中国である。釣魚台は1534年、明朝の官吏によってその存在が記録されている。それ以降、中国・台湾の漁民が漁業を行う休憩地として釣魚台を利用してきた。琉球漁民は海流の影響で釣魚台に近づくことが困難なため、釣魚台付近で漁をすることは全く無い。つまり、日本は古来より、この島とは何の関係ももっていない。
　国際法的にも、日本は1895年、日清戦争の中で清国から釣魚台を強奪するが、これも1945年ポツダム宣言で「領有権を放棄すること」が決定されており、現在は国際法上も完全に中国の領土である。また、1941年、最高裁の判例においても「釣魚台島は台湾所属」とする判決が出ている。そもそも日清戦争は宣戦布告もなしに日本が仕掛けた一方的な侵略戦争であり、こんな戦争で強奪した土地を未だに「日本の領土」だと傲然と言い張ること自体許されるはずがない。
　さらに地理的には、尖閣諸島は中国大陸棚に所属し、琉球諸島との間には水深2000ｍもの海溝が存在する。文化圏も琉球とは完全に異なる。1958年制定の大陸棚条約に照らしても、尖閣諸島の領有・開発権は明確に中国にある。
　
３．軍事研究を拒否せよ
　９月１０日の朝日新聞は、米軍資金が、国立大学法人化以降、日本の大学に大規模に流入していることを暴露した。東京大学７万５千ドル、大阪大学９万５千ドルの他に、京都大学でも５千ドルの米軍資金が、研究費として流入しているとある。これは断じて認められるものではない。
　この記事には、米軍横田基地を介して、国内外の研究機関と米軍が200件以上契約し、研究結果を買収した挙句、研究結果の使用用途は不明とある。使用用途不明とは、紛れもなく兵器や軍備に利用しているということであり、まさに人殺しに利用されているということに他ならない。
　大学は未来を構築する場であり、我々学生の学費は人殺しの研究のための金ではない。我々は京都帝国大学が戦前７３１部隊のような恐るべき人体実験の手先になった戦争の歴史を忘れてはならない。このような軍事研究は即座に中止し、米軍資金の流入は直ちにやめよ。そのことを、直ちに表明せよ。
　我々は以上申し入れる。
　回答期限は２０１０年１０月２０日である。それまでに、文書による回答を求める。
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